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１．はじめに 

 昨今，自動車社会のもたらす弊害は，地球温暖化問

題といったグローバルな環境問題として捉えられてい

る．このような環境政策面からの要請もあり，現在 
EU 諸国のほとんどの国・地域でロードプライシング
（以下，RPと称す）の導入が検討されている．2003
年 2月にCongestion Charge（混雑課金）を導入した
ロンドンでは，従前に比べ 30％の自動車交通量が削
減できたと報告されており 1)，2007年 2月からは当初
面積の２倍の広さでの拡大運用となっている．しかし，

RP が未だ一般的な交通施策として広く普及していな
いのは，偏にRPの受容性の低さ，すなわち合意形成
の困難さにあるといっても過言ではない．  
 本論文では，まず著者らが提唱する，より高い受容

性を目指した RP である「駐車デポジットシステム
（PDS）」を紹介する．次いで，道路課金政策の賛否
に対する意識構造を解明し，これをモデル化すること

で合意形成に向けた戦略的な知見を得るとともに， 受
容性からみたPDSの有効性を検証する． 
 

２．既往研究と本研究の位置づけ 

 1990年代以降，海外を中心にRPの受容性に関する
幾つかの研究報告がなされている．その代表的なもの

に，Jakobsson・藤井ら 2)が行ったスウェーデン人を

対象とした受容意識に関する意思決定モデルがある．

この研究によってRPの賛否意思を形成する深層心理
の構造解明がなされた．また，Verhoefら 3)は，RPの
運用シナリオ（課金額・時間・収入使途など）と個人

属性を説明変数とした賛否選択モデル（ordered 
probit model）を構築し，個人の社会的背景によって，
受容性の高いRP運用方式が異なることを示している．
さらに，Jaensirisakら 4)の行った UKでの研究によ
れば，受容性は環境認識やライフスタイル，地域性に

よって異なることが示されている． 
一方，国内では，新田ら 5)が大阪市民を対象とした

アンケートを実施し，数量化理論Ⅱ類によって個人属

性や自動車の利用実態等賛否の意思決定の影響要因を

解明している．また，筆者ら 6)は，Jakobsson・藤井
ら 2)の研究を踏まえ，わが国の分析事例として，名古

屋都心地区来訪者の賛否意識構造や賛成者・反対者の

意識構造の相違点を解明するとともに，筆者らが提唱

する PDS の返金システムが，意識面にどのように作
用するかについても言及している．さらに，筆者ら 7)

は，RPやPDSの施策実施方法にもとづく賛否傾向の
変化予測を主目的とし，客観的変数を説明変数とした

潜在クラスモデルを構築している． 
以上を踏まえ，本研究では，まずは道路課金政策に

対する個人の賛否選択行動を，より現象面に即して解

明することを目指している．そのため，客観的変数だ

けでなく潜在的心理変数もモデルの説明変数に組み込

むことを目指している．さらに，このモデルを用いて

需要面からみたPDSの有効性を検証する． 
 
３．ＰＤＳの概要 

PDSは，受容性の向上を目指した新しい方式のロー
ドプライシングであり，実現されれば世界初の道路課

金システムとなる．PDSは，従来のロードプライシン
グのようにエリアに侵入する全車両を課金対象とする

のではなく，都心部の交通渋滞に大きな影響を与える

“通過交通”や“違法な路上駐車”のみを対象に課金

する仕組みである．換言すれば，適正に駐車場に駐車

したクルマや買い物等課金エリア内の地域経済活動に

貢献するドライバーに対しては，入域賦課金の一部又

は全額を返金することで，受容性の向上を図るととも

に，課金政策導入による中心市街地衰退の悪影響を緩

和することも狙っている．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

但し，課金額を全額返金すると，“クルマでの都心来

訪”に対する抑止力が働かなくなるため，交通需要の

適正化と受容性の双方の観点から，最適な課金と返金

のバランス解を見つけ出すことが重要である． 

図１は，PDSのイメージを示している．また，PDS
のさらに詳細な情報については，著者らの既往研究 8)

を参照されたい． 

 

エリア流入時に 

料金を徴収 
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は返金なし 

図１ PDSの概念図 
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４．アンケート調査の概要 

(1)調査方法 

RPとPDSに対する市民の評価と賛否に関する意識
分析を行うため，名古屋都心来訪者（勤務者，業務・

買い物等来訪者等）を対象としたアンケート調査を実

施した．主な質問内容を表１に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケートでは，課金額と返金額の価格設定が賛否

にもたらす影響，及び他者の意見が個人の賛否意思の

決定に及ぼす影響（社会的相互作用）を把握するため，

表２に示す24パターンの課金額・返金額，市民賛同率

のアンケート調査票を作成し，１個人に対しては１パ

ターンのみを提示し回答してもらう方法で行った．配

布は名古屋都心地区（名古屋駅地区・栄地区）にクル

マで来た来訪者を中心に6,000通を配布し，約21％に

あたる1,248人からの回答が収集できた（このうち，

自動車利用の来訪者<自分で運転と相乗りの両方を含

む>の割合は約77％，公共交通利用は約17％である）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)集計結果からみた賛否傾向 

 アンケート結果より，RPとPDSの賛成率を集計し
たところ PDSは RPに比べて賛成率が高いことが示
された（表３）．また，RPと PDSの賛成率には相関
関係があることもわかる．つまり，RP を賛成する人
はPDSにも賛成する傾向が確認できる． 
 
 
 
 

 

５．賛否予測モデルの構築 

(1)賛否に係る意識構造の解明 

本研究では，筆者ら 6)が構築した名古屋都心来訪者

のRPに対する賛否意識構造モデルにもとづき，図２
のような意識構造モデルを構築した．解析にあたって

は，LISREL8.80を使用した． 
t値やRMSEA等の各種精度指標から，この意識構
造モデルはある程度の適合度を有しているといえる．

また，個々のパス係数に着目しても，概ね以下の通り，

直感に合致した符号や値となっている． 
・「RPへの反対意識」は，RPによる｢移動制約の不快
感｣が強い場合，又は「RPの効果に対する疑念」が
強い場合に高まる傾向がある．  
・また，「移動制約の不快感」や「RP効果に対する疑
念」は，「クルマ不要の意識」（＝クルマはいらない）

や「自動車問題の容認意識」（＝クルマ社会の悪影響

を認識していない）からの影響によって，意識形成

がなされていることがわかる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 道路課金政策の受容性に関する意識構造モデル 

 
(2)賛否意思決定モデルの構築 

①意思決定モデルのフレーム 

本研究では，道路課金政策（ロードプライシングと

PDSの双方を含む）に対する市民の賛否選択行動を，
より現実的に記述でき，かつ設定された課金額に対す

表３ RPとPDS賛否の相互比較 

 RP賛成 RP反対 合 計 

PDS賛成 35.8％ 17.9％ 53.7％ 

PDS反対 7.6％ 38.7％ 46.3％ 

合 計 43.4％ 56.6％ 100％ 

 

表２ アンケート調査票の種類 
RP PDS 調査票 

ケース 課金額 課金額 返金額 
市民賛同率 

1 300円 300円 200円 

２ 300円 300円 300円 

３ 700円 700円 200円 

４ 700円 700円 500円 

５ 1500円 1500円 500円 

６ 1500円 1500円 1000円 

７ 1500円 1500円 1500円 

7つの課金・返金ケースの全

てについて，市民賛同率 3

ケースを準備．合計 7×3＝

21ケースの調査票を作成． 

①市民の10％が賛成 

②市民の50％が賛成 

③市民の90％が賛成 

※その他にケース3で，返金対象を駐車場利用時のみに限定したケースを3ケ
ース準備したため，合計で24ケースの調査票となった． 

表１ アンケート質問項目の概要 
項 目 質 問 内 容 

①本日の来街交通特性 来街目的，同伴者数，来街交通手段 

②RPや交通・環境等に
関する一般的な認識 

 ※４段階評価で回答 

RPの認知度合い，正当性・受容性・公平性の評
価，RPによる移動の自由の制約感，RPの導入効

果の認識，都市交通に対する評価  など 

賛成・反対の選択（住民投票を想定させる） 
③RP導入計画の評価 

導入後の来街交通行動の変化（４段階評価） 

賛成・反対の選択 

④PDS導入計画の評価 
PDSの正当性・受容性・公平性の評価，自由度の

制約，導入効果の認識，導入後の来街交通行動
の変化（４段階評価で回答） 

⑥個人属性 
性，年齢，年収，職業，普段の来街目的・頻度・

手段，日常生活での車・公共交通の利用頻度 
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る賛否傾向の予測に適したモデルを構築するため，人

間の選択行動を合理的に記述できる離散選択モデルと

(1)の意識構造モデルを組み合わせた複合型のモデル
を構築する．（図３参照） 
離散選択モデルの説明変数には，賛否意思決定に影

響を及ぼすと考えられるものの，先の意識構造モデル

に合理的に組み込むことができなかった「RP 政策の
認知度」，「日頃の環境意識」，｢日頃のクルマ利用頻度

／公共交通利用頻度｣等の要因を加味することにした．

また，離散選択モデルでは，多重共線性等統計的悪影

響を排除するため，意識構造モデルと同一の説明変数

の２重使用を避けるよう留意した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ 賛否に関する意思決定モデルのフレーム 

 
さらに，パラメータ推計にあたっては，意識構造モ

デルと離散選択モデルを ⅰ)同時推定する方法 と 
ⅱ)各々段階的に推計する方法（即ち，潜在意識モデル
を構築し離散選択モデルに代入する２つの潜在変数値

を推計したあとで，これを離散選択モデルの説明変数

として代入しパラメータ推計を行う方法） の２つの

方法が考えられる．佐々木 9)の行った研究では，同時

推定の優位性が明確に示されなかったこと，また森川

ら 10)の研究では，モデル操作性の高さから段階推計を

採択した実績があることなどを踏まえ，本研究でも段

階推計でモデル構築を行うこととした．  
②賛否を表す離散選択モデルの構築 

先述の表３の RP と PDSの賛否率比較より，両者
には相関傾向があることが示されたため，本研究では

RPおよびPDSへの各賛否行動間の相関を考慮可能な
２変量２項選択プロビットモデルによってモデル化を

試みることとした． 
２変量２項プロビットモデルの定式化は以下の通り

である． 
 

 

ｉ:RPの賛否意思，j:PDSの賛否意思，ρ:相関を示すパラメータ 

このとき２変量同時正規密度関数は， 
 

 また，２変量同時正規確率密度関数は， 
 
 
 
説明変数のうち，RPとPDSの各賛否モデルで共有
するパラメータは「市民の賛同率」とした．これは，

幾つかのより基本的なモデル推定結果から，「市民の賛

同率」が及ぼす影響は，2 つの施策間で同等であると
考えたためである．また，定数項についても共有パラ

メータとするが，PDS固有の定数項を別途追加した． 
モデルパラメータの推計結果を表４に示す． 
 
表４ 潜在的心理要因を組み込んだ賛否モデル 

（２変量２項選択ﾌﾟﾛﾋﾞｯﾄﾓﾃﾞﾙ） 

 ＲＰ ＰＤＳ 

定数項※１ -0.96（-4.00） 
PDSの定数項 - 0.257（0.841） 
課金額(万円) -2.29（-2.53） -4.55(-2.00) 
返金額（万円） - 3.54(1.74) 

市民の賛同率（10％単位）※１ 0.38（2.80） 
RPの認知度 

（認知度を4段階で評価） 
0.15(3.60) 0.14(1.99) 

環境に対する意識 
（ある場合：１ ない場合：0） 

0.29(2.93) 0.30(1.91) 

普段のｸﾙﾏ利用頻度（回/週） -0.07(-2.04) -0.01(-0.09) 
普段のﾏｽﾄﾗ利用頻度（回/週） 0.09(3.26) 0.07(1.71) 
移動制約の不快感※2 -1.53 (-3.98) -1.06(-1.81) 
RP効果に対する疑念※2 -4.67 (-1.82) -9.35(-2.00) 
名駅ダミー（名駅：１ 栄：0） 0.11(1.28) 0.05(0.46) 

標準偏差 1.0 1.14(2.61) 
相関係数 0.72 

サンプル数：870，修正済み自由度決定係数：0.139，AIC：1038.6 

             ※１：RPとPDSで共有する変数 

                  ※２：潜在的な心理要因に関する変数 

 
各説明変数の符号条件はすべて適切であり，t 値に
ついても一部低い説明変数があるものの，全体的には

十分な値を示しているといえる． 
 また，モデルの推計結果から，RPとPDSでは以下
の賛否特性が指摘できる． 
・RP，PDSともに，「課金額」が高くなると反対傾向
が強くなる．また，PDSでは「返金額」が高くなる
ほど賛成傾向が強くなることがわかる． 
・「市民の賛同率」が高くなるほど，個人も賛成傾向が

強くなる． 
・潜在的な心理要因を示す「移動制約の不快感」が大

きい人ほど反対傾向が強くなる．また，もうひとつ

の潜在心理要因である「RP 効果に対する疑念」が
強い人も反対傾向が強くなっている．  
・「RP政策の認知度」が高い人，または「日頃の環境
意識」がある人は，賛成傾向が強いことが示された． 

・「普段のクルマ利用頻度」が高い人は反対傾向が強く，

一方で「普段の公共交通利用頻度」が高い人は賛成

傾向が強いことが示された．  
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 また，RPとPDSのパラメータの相互比較では， 
・「課金額」の抵抗は，RPよりPDSの方が大きいが，
これを打ち消すように PDS の「返金額」のパラメ
ータが作用している．即ち，返金額が小額な場合，

課金額の上昇による賛成率の低減率は，PDSの方が
RPより大きいことを示している． 
・「移動制約の不快感」は，RPより PDSの方が小さ
いことから，PDSには，移動制約の不快感を緩和す
る効果があること，またこれが賛成率の向上に貢献

していることがわかる． 
・同様に「普段のクルマ利用頻度」についても，PDS
はRPに比べ小さいことから，PDSにはクルマ依存
者の反対意識を緩和する効果があることがわかる． 
・一方，「RP効果に対する疑念」については，RPよ
りPDSの方が大きな値を示しており，PDSではRP
以上に「効果に対する疑念」が反対意識の形成に大

きな影響を与えていることがわかる．そのため，合

意形成にあたっては市民への「効果認識の浸透」が

極めて重要であると考えられる． 
 
６．課金額・返金額が賛否に及ぼす影響 

最後に，この賛否モデルを用いて課金・返金の設定

額による賛成率の変化傾向を予測する．試算は推計対

象サンプル（870人）の個人属性にもとづいており，
市民の賛同率は中立的な値（50％）の下で算定した（図
４参照）． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 課金額と賛成率の返金率別比較 

 
PDSの賛成率はRPより高いこと，また PDSでは
課金額が高額になるほど，返金額の大小が賛成率に強

い影響を与えていることがわかる． 

また，図５では横軸を実質課金額（＝当初課金額－

PDSの返金額）とした時の賛成率を示している．実質
課金額ベースでも PDS の方が賛成率が高いことがわ
かる．また，PDSでは実質課金額が同じでも当初課金
額の大小によって賛成率が異なることがわかる． 

 

７．まとめと今後の課題 

本研究では，名古屋都心地区への来訪者をモデルケ

ースとして，道路課金政策に対する賛否意識の構造を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 実質課金額での賛成率の比較 

 

解明するとともに，筆者らが提案する PDS（駐車デポ

ジットシステム）の有効性を検証することができた． 

一方で，PDSの有効性を，さらに詳細に検証するに

は，以下の研究を引き続き行うことが必要である． 

・賛否特性は，居住地やRP/PDS導入時の代替交通手段

の有無により異なると考えられる．これは実際の合

意形成の戦略を考える上でも重要な点であるため，

本論文で示した賛否モデルの説明変数として，居住

地特性や代替手段を組み込むことを，今後検討する． 

・実際の合意形成にあたっては，都心来訪者だけでな

く，課金エリア内の事業者の賛否意思も極めて重要

である．そこで，本研究では引き続き名古屋都心地

区の事業主を対象とした同趣旨のアンケート調査と

意識構造分析を実施する．  
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